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2.1 はじめに

機能性食品の研究開発については、総合科学技術

会議が2001年に策定した分野別推進戦略において、

「予防的な観点から、ヒトの健康状態や食品機能を科

学的に研究し、機能性食品や新たな診断技術を開発

することが必要」と明記され、今後 5年程度を目途とし

て重点化を図るべき研究領域と位置付けられている。

また、 1991年に栄養改善法に基づく制度として、

「特定保健用食品J(特定の保健の用途に資すること

を目的とし、健康の維持、増進に役立つ又は適する旨

を表示することについて、厚生労働大臣により許可又

は承認された食品)に関する制度が創設され、 2001年

12月現在では、認可等を受けた特定保健用食品の品

目数は289品目に上り、 2001年度の市場規模は4千

億円を超えると推計されるなど国民生活に急速に浸

透してきでいる。

一方で、食品の機能性に関する新たな知見につい

て、マスメディアを通じて過大に報じられ、いわゆる「健

康食品」とE自主札ゑもρーだ無ー秩序ιffi費される;ζむ主主
9.~_~ろfが生!主主どることや、 学術的な視点で見た場合

にも食品り機能r生長閉土る.研窓論玄点主要性学空貨
誌J三掲載さhるよ二とが世界一的J_;;_'b樫良工~'ーなふー限られ
た剤一空前J想一樫;を弘とJ_;;.機能践が論l乙ーらh_'I_~_:9.ことなど、
機能性食品を巡る研究開発には多くの課題がある。

本稿においては、機能性食品の研究開発の現状に

ついて概観し、①機能性に関する評価のあり方、②政

府による研究開発の推進に必要な方策、さらには、③

科学的根拠に基づいて整理された情報の国民への提

供のあり方等について述べることとする。

2.2機能性食品の定義等

2.2.1 機能性食品の一般的定善

食品には、①栄養素としての働き(第一次機能)、②

人間の五感に訴える働き(第二次機能)のほかに、③-

A周り;健墜ち身体能力λ一心理J状態J三妊まL)"¥竪饗主
:与之_Qfl開き一〔第一三_ì!r.~機能}、例えば、消化器系、循環器
系、内分泌系、免疫系、神経系などの生理系統を調
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節して、健康の維持や健康の回復に好ましい効果を

及ぼす働きがあることが知られている。こうした働き{第

三次機能回?型空的J;!明ーÞÞ~J_;;ーさJι》・;二h_?_C??土佐謂
節機種主士会J_;;発現之さる主互設At)J_g，工ーさ_hた食品
をλ二股t;機能H生食品主ー哩台交どる。
また、法制度~;おど主(機能f主食ー品j_主車援定義L
たものはない。関連するものとして、栄養改善法施行

規則第 8条第 5号で「食生活において特定の保健の

目的で摂取をするものに対し、その摂取により当該保

健の目的が期待できる旨の表示をする食品」として厚

生労働大臣による許可を受けた食品Jを「特定保健用

食品jと定義しており、機能性成分に係る表示の適正

性等の観点から加工食品が対象とされている。

2.2.2諸外固との定義の違い

機能性食品J_;;_?Y_:'_'Ij主λ諸外周l三おど主も法全ι
基づく明確な定義はないが、代表的な研究者等が学

術的に定義したものは図表1の通りである。

図表 1米国及びEUにおける機能性食品の定義

国名(研究者 定義

文は研究機関)

米国 従来の栄養素の機能を越えて健康効
(US Institute of 用を提供する可能性のある全ての加
Medicine) 工食品、または加工食品素材

EU 身体における一つないしそれ以上の生
(8ellisle et al.) 理機能に好ましい影響を与える食品成

分(栄養素を含む)を含んでいる食品

(独立行政法人国立健康・栄養研究所斎藤衛郎氏

作成資料より)

上記のとおり機能性食品の定義そのものについて

の本質的な違いはないが、*_国l壬長ど-cーはλ一機能性
食品とは別lこ「ニュートラ、ンューティカノレjとし、う定義が

ある。ニュートラシューテイカルは、「食品・栄養補助食

品(dietarysupplement)、薬草(ハーブ)製品などに含ま

れ、健康増進、病気予防または医薬的特性のある天

然の生理活性化合物jと定義され、我が国や EUにお

いては機能性食品の範需としているものの、米国にお

いては機能性食品には属さない別のカテゴリーとして

思り扱?三日五ζよだ性徴的で、ある。



2.2.3保健機能食品制度

我が国の保健機能食品制度は、国民の健康に対

する関心が高まる中で、食品に求められる機能も複雑

且つ多様化していることに対応するため、特定保健用

食品に関する表示制度(1991年創設)をベースに、

2001年4月に創設された。従来の特定保健用食品に

加え新たに栄養機能食品の区分が設けられている

(図表 2)。栄養機能食品とは、米国等で広く消費者に

定着しているような栄養補助食品に相当する食品につ

いて、我が国の栄養目標及び健康政策に合致するよ

う国が規格基準・表示基準等を示したものである。

なお、2001年4月より特定保健用食品の対象として、

錠剤型・カプセル型の形状の食品も認、めるなど特定保

健用食品についても範囲の拡充がされている。

図表2保健機能食品の種類

区分 定義 表示例

特定保健 特定の保健の -血圧を正常I~保つ

旦金量 用途に資すること ことを助ける食品で

個別許可 を目的とし、健康 す。
歪f の維持、増進に役 -便通を良好にする

立つ文は適する旨 食品です。

を表示することに

ついて、厚生労働

大臣により許可文

は承認された食品

栄養機能 高齢化、食生活 -ビタミンDは、腸管

食品 の乱れ等により、 でのカルシウム吸

規格基準 その人にとって不 収を促進し、骨の形

型 足しがちな栄養成 成を助ける栄養素

分の補給、補完に です。

資することを目的 -カルシウムは、骨や

とした食品 歯の形成に必要な

その食品から1 栄養素です。

日当たりに摂取す (注意喚起表示等)
ることとなる栄養 -本晶は、多量に摂
成分の量について 取しでも疾病が治
一定の基準を満た 癒したり、より健康 l

す場合、その栄養 が増進するもので
成分の機能に関し はありません。
一定の表示を行う -本品は、特定保健
ことが可能 用食品と異なり、厚

生労働省による個

別審査を受けたも

l__!Q主!主iY.>りません土

(厚生労働省作成資料をもとに科学技術動向研究センター

が作成)
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2.3機能性を有する各種食品成分に関する研究

開発

食品由来の機能性成分については、疫挙前研究i

jn-yjE9-ιJ;_~研究λ;雪芝/v動物E:;よる研究主吐集団

ーを利用L-立臨惇的研『匁l主主_Q_)JJ車j七捷丞λ循環器忍L
~分踏忍ち負疫*_)J里経三ちなどlZJ有ー効ーな成金主?務主
的裡拠主持ー?ーた髭:乙一ζれま~数多三探~_されてきて
いる。代表的なものについて以下で、解説する。

2.3.1 乳酸菌

乳酸菌とは、糖を強力に分解して乳酸を作る細菌の

一群で、チーズ・乳酸菌飲料などの食品加工に主とし

て用いられる。こうした発酵食品中に生菌の形で存在

してヒトに摂取されるほか、それ自身を整腸薬として利

用することも多い。

乳酸菌の働きとして知られている作用には、1)腸の

ぜん動運動の促進、 2)腸内菌叢バランスの調整、 3)

有害菌繁殖の抑制、 4)免疫機能の向上などが一般的

である。

近年では、プロバイオティクス(腸内の常在菌叢(フ

ローラ)を改善することにより、宿主に利益をもたらす、

単一あるいは複数菌株からなる生きた培養菌)という

新たな用語が身近になってきている。

欧州においてはプロバイオティクスの様々な疾患に

対する臨床効果、作用メカニズ、ムの解明などについて

学術的な研究を推進する機運が高まっている。例えば、

フィンランド予Turku大学のE.Isolauriらのグループが、乳

酸菌(LactobacIlJusrham.刀osus)の摂取により、子供のア

トピー性皮膚炎の発症率を低下させる効果を示した。

また、我が国においても、腸内細菌学会などを中心

に大学、食品メーカーの研究開発が活性化しており、

今後プロバイオティクスが免疫応答を調節する分子メ

カニズムを解明する研究の発展が期待されている。

2.3.2オリゴ糖

オリゴ(oligo)は少ないとしち意味のギリシャ語で、澱

粉・セノレロースなどの多糖類に対して、ブドウ糖・糖など

の単糖が 2"-'10結合したものをオリゴ糖又は少糖と呼

んでいる。代表的なものとして、フラクトオリゴ糖、大豆

オリゴ糖、ガラクトオリゴ糖、キシロオリゴ、糖などがある。

オリゴ糖の機能としては、 1)小腸で、は吸収されず大

腸まで到達するのでエネルギーになりにくく、 2)大腸内

の有害菌の増殖を抑え、ヒ、、フイズ、ス菌の、活動を助ける、

3)甘味が低く、虫歯にもなりにくし、などのことが知られ
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ている。「おなかにやさしいj、「おなかの調子を整え

るjなどの機能性表示で、特定保健用食品においても

数多くの商品がある。

機能性を有するオリゴ糖や糖アノレコーノレなどについ

ては、その製造技術(合成或いは抽出技術)の開発が

産業化においての重要な課題であることから、政府の

予算措置により研究開発の重点推進が図られている。

2.3.3ポリフェノール

ポリフェノールは、多くの食物に抗酸化物質や色素

として含まれているが、一部のポリフェノールは動脈硬

化や老化の原因となる活性酸素の過剰生成を抑える

生理作用があることが知られている。フランスでは多量

の高脂肪摂取にも関わらず冠動脈性心疾患による死

亡率が他のヨーロッパ諸国よりも低いという「フレンチ

パラドックス」に対し、1992年に Renaudが英国医学雑

誌 TheLancetにおいてワインの摂取との相関を報告

した。 1993年には Frankelらが同誌において in

vitroで赤ワインに含まれている抗酸化物質ポリフェノ

ールが動脈硬化に関係する LDLコレステロールの酸

化を抑制する事を報告したことから、ポリフェノールが

一躍注目された。ポリフェノールの代表的なものとして

は、茶や赤ワインなどに含まれるカテキン類やタンニン

類、タマネギなどのノレチン、大豆のイソフラボンなどが

知られている。

ポリフェノールの代表的なものであるカテキンは、緑

茶に含まれる渋みの成分で、その生理作用としては、

1)抗酸化作用、 2)抗菌作用、腸内細菌の改善、 3)抗

う蝕作用、 4)消臭作用、 5)活性酸素消去作用、 6)コレ

ステロール上昇抑制作用、 7)血糖上昇抑制作用、 8)

血圧上昇抑制作用、 9)抗腫蕩作用、 10)抗アレルギ

一作用、 11)血小板凝集抑制作用、12)紫外線吸収作

用などが知られている。

2.3.4脂質

食品由来の脂質の約 95%はトリアシルグリセロール

であり、トリアシルグリセロールを構成する脂肪酸の組

成をもとに脂質の機能性が評価されてきた。脂質を構

成する油脂類には、炭素鎖が水素原子飽和状態にあ

る飽和脂肪酸と、炭素鎖に二重結合を有する不飽和

脂肪酸がある。不飽和脂肪酸のうち脂肪酸の構造式

のメチル基側から数えて 3番目の炭素の位置に最初

の二重結合がある n-3系列と呼ばれるものが、古くか

らLDLーコレステロールを低下させる効果があるとされ、

DHA(ドコサヘキサエン酸)、 EPA(エイコサベンタエン
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酸)を中心に多様な機能が解明されつつある。

DHAについては LDLーコレステロールを低下させる

効果の他に、最近で、はアレルギ一体質の改善、視覚

改善、がん抑制作用などが注目されている。

また、植物由来の脂質から製造されるジアシルグリセ

ロールについては、摂取した際の食後血中中性脂肪

の上昇が低いことが明らかとなり、同成分を利用した食

用油が、特定保健用食品として許可を受け、近年急速

に市場に浸透していることなどが注目されている。

2.4保健機能食品の研究開発動向

保健機能食品のうち、 1991年に制度が創設された

特定保健用食品については、冒頭でふれたとおり

2001年 12月現在で 289品目に達した。 2001年の許

可品一員数は過去一最高となっている。現段階における健

康強調表示の区分、食品の種類、関与する成分を図

表3にまとめた。

図表3特定保健用食品の健康強調表示区分毎の

食品の種類等

健康強調表 食品の種類 関与する成分
示の区分
おなかの調 発酵乳、乳酸菌飲 乳酸菌類、フフクトオ
子を整えたい 料、炭酸飲料、清 リゴ糖、キシロオリゴ
方に適する食 涼飲料水、粉末清 糖、大豆オリゴ糖、
品 涼飲料、テーブル 乳果オリゴ糖、ガラク

シュガ一、クッキ トオリゴ糖、イソマル l

一、即席麺、スナ トオリゴ糖、サイリウ
ック麺、シリアル ム種皮、灘消化性デ
など キストリンなど

カルシウム不 清涼飲料水、とう クヱン酸リンゴ酸力
足の方に適 ゐ、 ルシウム、カゼイン
する食品 ホスホペプチド
コレスアロー 清涼飲料水、ビス 大豆タンパク質、キト
ルが気になる ケット、ソーセー サン、低分子化アル
方に適する食 ジ、食用調理油 ギン酸ナトリウム、ジ
品 など アシルグリセロール
血圧が高め 清涼飲料水、乳酸 社仲葉配糖体、カゼ
の方に適する 菖飲料、粉末スー インドデカペプチド、
食品 プ ラクトトリペプチド、か

つお節オリゴペプチ
ド

貧血が気に 清涼飲料水 へム鉄
なる方に適す
る食品
虫歯が気に チヨコレート、ガ マルチトール、パフチ
なる方に適す ム、飴 ノース、エリスリトー
る食品 ル、茶ポリフヱノール
血糖値が気 清涼飲料水、粉末 難消化性デキストリ
になる方に適 清涼飲料 J 、

する食品

(国立健康・栄養研究所資料をもとに科学技術動向研究

センターが作成)



〔お立一宇りj調壬ーを整J之丈1t¥友1;適Iる食品」の「食
品の種類」及び「関与する成分Jには極めて多様なも

のがあり、表示許可品目数について見た場合でも、財

団法人日本健康・栄養食品協会の調べでは、特定保

健男(食品ー全体虫旦L~%を占めている。
また、同協会が食品メーカーに対して行ったアンケ

ート調査によれば、 2001年巳おけ亙努定保健恩食品t

Qp場規f要J主主ιJ?l一億毘(メーカー希望小売価格ベ
ース)で、 1999年の2269億円に対して、 182%と著しく

増加している。また、その内訳としては、〔む-~歯J_，__~血ー

精j車LJpj性一!性脂肪j_1;J関連Lてた商品の金額お太蝿
に伸長したことが注目される。同協会では、品メーカー

の申請動向からも、今後、この 3グ、ループを含めて乳

酸菌以外のウェイトが向上してくると予測している。

図表4特定保健用食品の保健用途別の市場規模

年

1997 

1999 

2001 

1，000 2，000 3，000 

図乳量曹司F

Bむし曾

ロ血.値

臼中性・体脂肪

・食物線緩

図ミネラル

圃血圧

囚オリゴ積

・コレステロール

合計4，121億円

4，000 

億円

5，000 

(財団法人日本健康・栄養食品協会作成資料より)

一方で、特一定:i老健用一食品一り開発に当たっては、食
品メーカーによるinvitroによる研究、モデ、ル動物を用

いた研究、ヒト集団を利用した臨床的試験により有効

性・安全性が評価され、科学的根拠に基づいて公的

に審査が行われ、表示許可されているものの、研究開

発コスト上の制約から、例えば数十名程度の被験者を

対象とL立一試J験(1;貿ーま?司:豆町三るーことや、主里恵規閉:も通
常1ヶ月程度(長期で、も3ヶ月程度)と比較的短期間で

あるー二となEλー~~_?h主投空的根拠!;';基~?_~_:~亡評価主
れているという課題もある。
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2.5海外における機能性食品を巡る政策動向

2.5.1 米国

米国においては、一般の食品について、栄養表示

教育法(NLEA)に基づき、膨大な科学的根拠をもとに

疾病との関係が立証されたと栄養素について、 FDA

(米国食品医薬品局)が12種類の健康強調表示(疾

病リスク低減表示)を認めている(図表 5)。食品メーカ

ーは製造・販売する加工食品等に、これらの認められ

た健康強調表示を自由に付すことができる。

図表 5 FDAが認めている健康強調表示

健康強調表示の種類

カルシウムを多く含むため、骨粗軽症にかかる

リスクを軽減する。

2 低脂肪であるため、がんにかかるリスクを軽減
する。

3 ナトリウム含有量が低いため、品血圧症にかか
るリスクを軽減する。

4 コレスナロールの含有量が少ないため、冠状動
脈心疾患にかかるリスクを軽減する。

5 食物繊維を含む穀類、果物、野菜を含むため、

がんにかかるリスクを軽減する。

6 特r::7]<.溶性食物繊維を含む果物、野菜、穀類を
含むため、冠状動脈心疾患にかかるリスクを軽
滅する。

7 果物、野菜(低指肪、VA、VC、食物繊維)を含

むため、がんにかかるリスクを軽滅する。

8 葉酸を含むため、胎児が神経管欠乏症を患うリ

スクを軽滅する。

9 糖アルコールを含むため、虫歯になるリスクを
軽減する。

10 ある種の食品(オーツ麦及びサイリュウム種子)

の水溶性食物繊維を含むため、冠状動脈心疾

患にかかるリスクを軽減する。

11 大旦たんぱく質を含むため、冠状動脈心疾患に

かかるリスクを軽滅する。

12 植物スナロール及び植物スタノールエスァルを

含むため、冠状動脈心疾患にかかるリスクを軽
滅する。

(FDAホームページFoodLabeling and Nutritionをもとに

科学技術動向研究センターが作成)

これとは別に、米国の機能性食品を巡る特徴的な

動向としてj主剤ふ点ず:竺!_~-~j育法L粉末:雪月反主主主1."る

裳養横助金品Am費ー煮J三広三浸透していることがあげ
られる。栄養補助食品は、栄養補助食品健康教育法

( DSHEA)に基づき構造・機能表示(Structure / 

Function Claim)が行われ、 一般的な健康への効用を
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表示することができる。食品メーカーは、栄養補助食

品を製造・販売する際に、栄養補助食品の成分や構

造・機能表示の内容について FDAに通知する必要が

ある。

一方で、機能性食品や栄養補助食品については、

しばしば安全性一ιョど支の周題担指摘主主Lち進国政
af主L---Cは〉党養政策ーと」主機能性食品ー筈主積極的1;::
普及土るーと_~_:?点りー[~_，- _tf_l，.::る適正摂取玄{是主よヨ笠
理1統制lJi二る立場をとっている。 1993年にはFDA内に

O伍ceof Special Nutritionalsが設立されると共に、栄

養補助食品による有害作用に関するデータベース

(The Special Nutritionals Adverse Event Monitoring 

System)を作成し、インターネット上で広く消費者等に

公開することにより、消費者等が栄養補助食品を安全

に摂取出来るよう情報提供に努めている。本データベ

ースには 1993年以来、 1998年 10月 20日までに、

2，621件の健康被害事例と、それに関係した 3，451品

目の情報が登録されているにれ以降は更新されてい

ない。)。症例としては幅吐、下痢、頭痛などの報告が

多いが、死亡"となってしも報告も 184件存在している

ことが注目される。

2.5.2その他の諸外国

米国以外の諸外国について見た場合、 EUでは、健

康強調表示[;閉土る指全はまと存在しなどが、ビタミン

類及びミネラル類を中心とした栄養補助食品に対する

考え方や表示について現在検討しているところである。

また、 CODEX(FAO/WHO合同食品規格計画)では、

1996年5月の第24回食品表示部会で栄養強調表示

が採択され、 1997年4月の第25部会以降、健康強調

表示を検討してきでいるが、現時点では Step3(最終

合意段階はStep8)にとど、まっているところである。

各国における機能性食品の研究開発を見た場合、

1970年代に研究開発が進んだ抗う蝕性のあるキシリト

ールや、 1995年に開発されたコレステロール値を適正

に維持するマーガリン Benecol(植物由来の"植物スタ

ノールエステル"を含有。)などが世界的に注目を集め

ている。これらはいずれもフィンランドにおいて開発さ

れたものである。フィンランドにおいては、フィンランド

技術庁(TEKES)が、機能性食品の研究に関する財政

的な支援を担当している。 2001年から 2004年にかけ

ての TEKESの研究開発プログラムiInnovation in 

foodsJでは、食品と健康に焦点をあて、総額 5000万ユ

ーロ(約 60億円)を投入する計画である。このプログラム

においては、研究開発の結果を効率的に産業利用す
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ること、食品部門と他の部門(医学やバイオテクノロジ

一等)の協力体制を促進することが重視されている。

2.6 我が国の機能性食品の研究開発の推進

状況

政府による機能性食品に関する研究開発の推進状

況を見た場合、図表 6のとおり、機能性研究に充てる

ために確保された予算としては、農林水産省によるプ

ロジェクト研究費が大半を占めている。

文部科学省においては、平成9年度から 11年度ま

での3年間にわたり、科学技術振興調整費により、 「高

齢社会に向けた食品機能の総合的解析とその利用に

関する研究jとして、農林水産省、文部省、厚生省、環

境庁、民間企業など多数の研究者の参加のもとに、①

食品の抗酸化機能の評価と解明に関する研究、②食

品の脳機能の老化抑制機能の評価と解明に関する研

究、③食品の岨唱における物理特性の解明と老化と

の関連に関する研究が行われた。

農林水産省による予算措置としては、以前は食品中

の機能性成分の単離・同定に関する研究、機能性成分

の評価方法の開発に関するものが大半を占めていた。

理主主!~_，_傘T句研究機関長、.機能f生成分.りー成会閉
り担互作用史食生活J;おけ.る機能?生成分り複金的立
活用など、新たな研究課題に着手している。また、民間

;企業警K:坦!!_{1研一究り一支援とlて7亡、糖質を中心とした
機能3主成分:り.金成友法L機能:性食品企製造友法り閉
発などに対する助成措置が講じられている。

一方、厚生労一働貨による厚生科学研究費では、下

表の食品・化学物質安全総合研究事業、意IJ薬等ヒュ

ーマンサイエンス総合研究事業などの公募方式の研

究費補助事業において、金額的J豆は生規模ではある
が、機能性食品に関するものが毎年数課題程度採択

されている。その内訳としては、特定保健用食品り一安

全性及び有効性の評価に関する研究が主であり、国

立健康・栄養研究所、国立感染症研究所などの機関

が、医薬品との相互作用や疾患を持つ者に対するリス

ク評価等の研究を担当している。



図表6平成 14年度主な機能性食品関係予算

(単位:百万円、( )内は前年度)

(農林水産省)

研公
鍵全な食生j重構築のための食品の機能性及び安全性

究的 に関する総合研究(H12-17)355(255) 

研 活力ある長寿社会の実現に向けて生活習慣病の予防

究 等に資する健全な食生活を構築するため、食品の機能
機 性及び安全性に関する総合研究を推進する。
関
(研究内容)

お -機能性成分の作用機構と成分間の相互作用の解明
It -生体内での機能成分の効果の評価
る
-複数の機能成分を活用した健全な日本型食生活の構築

民
糖質工学を応用した炭水化物の多面的利用技術の開

間 量主主(H10-14)36(53) 
企 独立行政法人の研究成果を活用して、有用糖質の作

業等 出、その効率的な生産技術等を開発し、炭水化物を多

面的に利用した新食品の製造技術の開発を支媛する。

お 食品の機能性向上技術の開発事業(Hl1-15) 56(74) 

lるf バイオテクノロジー等の先端銭術を用いて食品の機能

研究
性成分の設計・改良を行い、機能性、食感・昧等を向上

した新たな食品素材の開発を支媛する。

支媛の
食品産業における新規分離抽出技術の開発事業 |

(H12-16) 49(73) 

独立行政法人の研究成果を活用して、汎用的かつ効

率的に食品成分を分離嫡出・濃縮するため、超臨界流

体拍出技術及び膜利用技術等の開発を支援する。

フイフサイエンスを活用した健康志向食品評価・製造技

術の開発(新規)(H14-17) 58(0) 

独立行政法人の試験研究機関で得られたバイオマー

力一(簡易な生物指標)等を活用して食品の持つ効能を

科学的に評価し、健康維持に効果のある食品の製造技

術の開発を支援する。

そ
生物系特定産業技術研究推進機構による新事業創出

の他
研究開発事業(H12以降)

-健康機能性作物(生活習慣病、スギ花粉症、感染症予

防等を目指したイネ、野菜の開発)ー(188)

-カンキツの機能性成分を活用した保健機能食品の

開発ー (56)

-茶の抗7レJ~キ.一作用を利用した食品の開発ー (54)

(産官学のヨンソーシ7ム研究活動に対する委託研究費)
※上記のほか、機能性食品の研究開発に関する予算として、

(独)食品総合研究所等に対する運営費交付金などがある。

その他の欄に記載した事業費は、政府予算に直接計上され

るものではない。また、H14事業費は未確定。

(厚生労働省)

ヒトゲノム・再 -ハ.イオテヴノロシ.一応用食品の安全性確保及び晶

生医療等研 機能食品の開発に関する研究一(100)

究事業 (高機能食品の開発に充てる金額はごく少額)

食品・化学物 -特定保健用食材の安全性及び有用性1::関

賃安全総合 する研究 ー(14)

研究事業 -特定保健用食品素材等の安全性及び有用

(H13までは生 性に関する研究ー(16)

活安全総合 -特定保健用食材の安全性及び有用性に関

研究事業) する研究一(10)

創薬等ヒュー .EPA'DHA含有エスァル交換構造脂質の休

マンサイエン 脂肪蓄積抑制効果に関する研究 ー(2)

ス総合研究事 -新機能素材の食品化学的評価と分析に関す

業 る研究 ー(7)

医療技術評 -低・非・抗う蝕性食品の検定評価法の確立と

価総合研弐 その応用・普及に関する研究ー (4)

事業

※厚生労働省の各事業においては、他分野も含めた公募方式

のため H14予算額は算出不可。

(科学技術動向研究センター作成)

Science & Technology Trends March 2002 

2.7 おわりに

~今後の機能性食品の研究開発の課題~

我が国における機能性食品の研究開発に関わる取

組について概観した結果、今後の課題として、主に以

下の点が浮かび上がった。

①科学的根拠を充実させるための研究の推進

特定保健用食品に代表される機能性食品の研究

開発においては、 invitroによる研究、モデ、ノレ動物を

利用した研究、ヒト集団を利用した臨床的試験などが

実施され、科学的知見が蓄積されてきているが、例え

ばヒト集団を利用した研究を見た場合でも、限られた

数の被験者を対象とする比較的短期間の摂取試験に

よって機能性が論じられているなどの課題もある。

機能性食品に関する研究開発を推進する上では、

科学的知見の充実を目指して、機能性成分の探究と

:壬壬乏.vη号賓査-効f位生詰E歪里引f価匝匝:Jι壬活用周[空雪主3益E生物一雪空号的的-指標刀閉発?主注
ど月研賢究杢;法去を主実主7辻土:玄丈I_~ど_:\三 ;ζZ二-と
る。全一後一}主主消費煮l;~よ9機能性食品jり1~費実態主
担握士益三と芳λ 壬!り健康り縫拷1増進ι赴I五有ー効
位ι"'Jv'-主疫空的1;会:析才五ζよなど1;よりλ三乏守Z
T三/v丘三手長.顎ー的.視良企_0.有効f主主詫傾:主るーζとが
必要で、ある。

②疾患に係るリスク因子と機能性食品の研究のあり方

これまで、食品の機能性についての研究の多くは、

食品中の単独成分を取り出してその有効性の有無を

論じてきており、機能性を有する新たな食品成分の同

定など近年の研究成果は目覚ましいものがある。

現在の機能性食品の研究では、疾患に係る単一の

リスク因子(例えばコレステロール値など)に着目し、そ

のリスクを低減するように機能性食品を設計することを

基本としている。しかしながら、実際θ務ー患が複数り独

立kt;V_~予f因.壬l;主_~_tた!らさー札る三主主踏ま之9とL合
後1主新たtt~z_';!_7_，とVL_複数り~~土胃壬?と-標的と
L立一機能性食品り設計友法E:;.:?~_~玄_t換討J:，_"I.ど三
必要がある。

③機能性食品開発と実際の食生活での利用を結び

つける研究体制の整備

国民(J)健康の風土ーと~_:?J草食的ーな視点;D~Iら機能性

食品虫研ー究J三~_~相;むたり_l;ft， _食品三三J立三芳畏
学部算企開発_l;携ゑゑ研究ー停制の整備ーとf光世T.._栄
養ー学.りー観忠君~t主食生活J_;_お!t9.機能f生成分.り一過J杢足
り-実態ー分ー哲一.一調一理_1H去(J)検討など主Jt~三とλ 医学り
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観一点なら機能位食品.りー王開医境警了---....(1)活ー用ーを検討-

:t_~二とーなとき.機能性一食品役割l用一!壬E評干
体制の整備が不可欠である。

このような中、栄養素の代謝・所要量、食品の種類・

組成・調理法などについての総合的な研究は、我が

国においてはこれまで専ら大学の家政学系(栄養学・

食物学)の研究勢力が担ってきた。しかしながら、家政

学系の研究室で修士課程・博士課程へ進学する者に

ついては、平成 11年度の家政学を専攻する学部学生

が約 4万 3千人である中、修士課程の学生 941人、

博士課程の学生 266人と他の研究分野と比較して著

しく少ない。また、機能性食品に関する研究に欠かせ

ない有機化学分析に精通した研究者も十分に育って

いない状況である。現在、家政学系の大学に対しては、

医療スタッフとして活躍できる専門的知識を持った管

理栄養士を育成すべきとの医療機関側からのニーズ

も強く、有機化学分析に精通した研究者の育成のみ

に注力することは困難であるが、機能性成分に関する

化学分析に関し指導的立場にある研究者の人材交流

を促進し、そのような者が家政学系の研究室において

必要なインフラ・資金等を最低限確保できるような支援

施策の遂行がまずは望まれる。また、これとは別に、現

在では希少となった"医学部内に設置された栄養学

科"の研究機能にも再度着目する必要があろう。

④消費者に対する機能性食品の情報提供

米国における栄養補助食品を巡る動向に代表され

るように、機能性食品に対する過大な期待や誤った摂

取は、時として消費者に危害を加えるものである。こう

したことに配慮して、 FDAでは、 2.5章で例を挙げた他

にも、ホームページ※において、科学者の協力を得な

がら、消費者に向けて、機能性成分に関する科学的

知見や安全な摂取量などの情報提供を行っている。

また、当該ホームページの中では、妊娠中の女性や

糖尿病・高血圧症・心疾患などの患者に対し、栄養補

助食品を摂取する際には医師に相談するようアド、パイ

スしているほか、医薬品との相互作用に関する注意喚

起が行われている。

http://www.cfsan. fda.gov/~dms/ds-savvy . html 
(Tips For The S8 vvy Suppl emen t User:) 

こうした科学的根拠に基づく公的機関からの情報提

供は、我が国においては現在のところ少ない。近年、

海外で開発・製造された栄養補助食品について、消

費者がマスメデ、イア等を通じて情報を得る機会が増え、
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国内の消費者が通信販売等を通じて容易に購入でき

るようになってきている。また、実際にもいわゆる「健康

食品Jとして販売される商品により、危害を受けた消費

者からの苦情が国民生活センターに数多く寄せられ

ている(2000年度:10，688件)ことも踏まえれば、政府

が所管する表示制度に関係する情報提供に留まらず、

今後は、機能土生金品Q_t票一陣J三{害)-リ1_-0_1_0)_情報E:;関L
玄λー型笠的J想標根-欝拠!Jに一Zこ基:ブfづ::)1;'た敏密主女;喧曹韓-堤供供-をf丘主2三-と
争坦1子耳f去忽号E一と貢貢.~之主3亙~gム9

fり(J)影饗雪交-唇医-薬品とと-り相互{作害月周l~主注どE欝摂聖里~~聖主ι銘2汐見~7_空引lι5 
開v主主λ 型?竺斐幸主-的-き坦坦o昆-をを玄:之:1得号-盃る3立こ冶り一研究虫t推産草-進1忠2亘重-要
である。
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